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令和２年３月 16日 

独立行政法人国立科学博物館 

 

独立行政法人国立科学博物館（以下「科学博物館」という。）は、自然史科学等の中核的研究機

関として、また国内の主導的な博物館として、自然科学と社会教育の振興を通じ、人々が、地球

や生命、科学技術に対する認識を深め、人類と自然、科学技術の望ましい関係について考察する

ことに貢献することをミッションとして、地球と生命の歴史、科学技術の歴史の解明を通じた社

会的有用性の高い自然史体系・科学技術史体系の構築を目指ざす。 

社会から付託された科学博物館の使命と役割に応えるため、科学博物館における研究の信頼性

及び公正性の確保と、高い倫理観に支えられた責任ある行動をとることを目的として、科学博物

館において研究活動に携わるすべての者に対する行動規範をここに定める。 

 

 

１．研究の遂行に当たっては、公正に研究することとし、故意に不正を行うことは絶対にあって

はならない。この認識の下に、日本学術会議が策定した「科学者の行動規範－改訂版－」（平成

25年 1月 25日：別紙）に賛同して研究活動を行うこととする。 

 

２．研究活動における公的研究費が、国費である運営費交付金や外部資金により支えられている

ことを踏まえ、研究費の使用に当たり、関連の法令・規則、科学博物館諸規程等を遵守する。 

 

３．研究費の受入・執行・管理等に携わる者は、不正を防止する視点とルールの範囲内で研究を

効果的に進める視点の双方を常に意識して業務を遂行する。また、常に組織的な対応を行うこ

とを心がけるとともに、不正防止に関する業務の改善・充実に努める。 

 

４．不正・不適切な行為を発見又は発生する可能性を予見した者は、当該行為を組織全体の問題

として捉え、自身の職責、職務内容等にかかわらず、毅然とした態度で対応する。 

 

５．若手研究者・学生に対して指導的立場にある者は、研究活動における不正行為の禁止、研究・

調査データの厳正な取扱い等の作法、研究費の適正な使用等を教授することを常に心がけて実

践する。 

 

 

  



◯声明「科学者の行動規範 ―改訂版―」 

 

平成 18 年（2006 年）10 月３日制定 

平成 25 年（2013 年）１月 25日改訂 

日 本 学 術 会 議 

 

科学は、合理と実証を旨として営々と築かれる知識の体系であり、人類が共有するかけがえの

ない資産でもある。また、科学研究は、人類が未踏の領域に果敢に挑戦して新たな知識を生み出

す行為といえる。 

一方、科学と科学研究は社会と共に、そして社会のためにある。したがって、科学の自由と科

学者の主体的な判断に基づく研究活動は、社会からの信頼と負託を前提として、初めて社会的認

知を得る。ここでいう「科学者」とは、所属する機関に関わらず、人文・社会科学から自然科学

までを包含するすべての学術分野において、新たな知識を生み出す活動、あるいは科学的な知識

の利活用に従事する研究者、専門職業者を意味する。 

このような知的活動を担う科学者は、学問の自由の下に、特定の権威や組織の利害から独立し

て自らの専門的な判断により真理を探究するという権利を享受すると共に、専門家として社会の

負託に応える重大な責務を有する。特に、科学活動とその成果が広大で深遠な影響を人類に与え

る現代において、社会は科学者が常に倫理的な判断と行動を為すことを求めている。また、政策

や世論の形成過程で科学が果たすべき役割に対する社会的要請も存在する。 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故は、科

学者が真に社会からの信頼と負託に応えてきたかについて反省を迫ると共に、被災地域の復興と

日本の再生に向けて科学者が総力をあげて取り組むべき課題を提示した。さらに、科学がその健

全な発達・発展によって、より豊かな人間社会の実現に寄与するためには、科学者が社会に対す

る説明責任を果たし、科学と社会、そして政策立案･決定者との健全な関係の構築と維持に自覚

的に参画すると同時に、その行動を自ら厳正に律するための倫理規範を確立する必要がある。科

学者の倫理は、社会が科学への理解を示し、対話を求めるための基本的枠組みでもある。 

これらの基本的認識の下に、日本学術会議は、科学者個人の自律性に依拠する、すべての学術

分野に共通する必要最小限の行動規範を以下のとおり示す。これらの行動規範の遵守は、科学的

知識の質を保証するため、そして科学者個人及び科学者コミュニティが社会から信頼と尊敬を得

るために不可欠である。 

 

Ⅰ．科学者の責務 

（科学者の基本的責任） 

１ 科学者は、自らが生み出す専門知識や技術の質を担保する責任を有し、さらに自らの専門知

識、技術、経験を活かして、人類の健康と福祉、社会の安全と安寧、そして地球環境の持続性

に貢献するという責任を有する。 

（科学者の姿勢） 

２ 科学者は、常に正直、誠実に判断、行動し、自らの専門知識・能力・技芸の維持向上に努め、



科学研究によって生み出される知の正確さや正当性を科学的に示す最善の努力を払う。 

（社会の中の科学者） 

３ 科学者は、科学の自律性が社会からの信頼と負託の上に成り立つことを自覚し、科学・技術

と社会・自然環境の関係を広い視野から理解し、適切に行動する。 

（社会的期待に応える研究） 

４ 科学者は、社会が抱く真理の解明や様々な課題の達成へ向けた期待に応える責務を有する。

研究環境の整備や研究の実施に供される研究資金の使用にあたっては、そうした広く社会的な

期待が存在することを常に自覚する。 

（説明と公開） 

５ 科学者は、自らが携わる研究の意義と役割を公開して積極的に説明し、その研究が人間、社

会、環境に及ぼし得る影響や起こし得る変化を評価し、その結果を中立性・客観性をもって公

表すると共に、社会との建設的な対話を築くように努める。 

（科学研究の利用の両義性） 

６ 科学者は、自らの研究の成果が、科学者自身の意図に反して、破壊的行為に悪用される可能

性もあることを認識し、研究の実施、成果の公表にあたっては、社会に許容される適切な手段

と方法を選択する。 

 

Ⅱ．公正な研究 

（研究活動） 

７ 科学者は、自らの研究の立案・計画・申請・実施・報告などの過程において、本規範の趣旨に

沿って誠実に行動する。科学者は研究成果を論文などで公表することで、各自が果たした役割

に応じて功績の認知を得るとともに責任を負わなければならない。研究・調査データの記録保

存や厳正な取扱いを徹底し、ねつ造、改ざん、盗用などの不正行為を為さず、また加担しない。 

（研究環境の整備及び教育啓発の徹底） 

８ 科学者は、責任ある研究の実施と不正行為の防止を可能にする公正な環境の確立・維持も自

らの重要な責務であることを自覚し、科学者コミュニティ及び自らの所属組織の研究環境の質

的向上、ならびに不正行為抑止の教育啓発に継続的に取り組む。また、これを達成するために

社会の理解と協力が得られるよう努める。 

（研究対象などへの配慮） 

９ 科学者は、研究への協力者の人格、人権を尊重し、福利に配慮する。動物などに対しては、真

摯な態度でこれを扱う。 

（他者との関係） 

１０ 科学者は、他者の成果を適切に批判すると同時に、自らの研究に対する批判には謙虚に耳

を傾け、誠実な態度で意見を交える。他者の知的成果などの業績を正当に評価し、名誉や知的

財産権を尊重する。 また、科学者コミュニティ、特に自らの専門領域における科学者相互の

評価に積極的に参加する。 

 

Ⅲ．社会の中の科学 



（社会との対話） 

１１ 科学者は、社会と科学者コミュニティとのより良い相互理解のために、市民との対話と交

流に積極的に参加する。また、社会の様々な課題の解決と福祉の実現を図るために、政策立案･

決定者に対して政策形成に有効な科学的助言の提供に努める。その際、科学者の合意に基づく

助言を目指し、意見の相違が存在するときはこれを解り易く説明する。 

（科学的助言） 

１２ 科学者は、公共の福祉に資することを目的として研究活動を行い、客観的で科学的な根拠

に基づく公正な助言を行う。その際、科学者の発言が世論及び政策形成に対して与える影響の

重大さと責任を自覚し、権威を濫用しない。また、科学的助言の質の確保に最大限努め、同時

に科学的知見に係る不確実性及び見解の多様性について明確に説明する。 

（政策立案･決定者に対する科学的助言） 

１３ 科学者は、政策立案･決定者に対して科学的助言を行う際には、科学的知見が政策形成の過

程において十分に尊重されるべきものであるが、政策決定の唯一の判断根拠ではないことを認

識する。科学者コミュニティの助言とは異なる政策決定が為された場合、必要に応じて政策立

案･決定者に社会への説明を要請する。 

 

Ⅳ．法令の遵守など 

（法令の遵守） 

１４ 科学者は、研究の実施、研究費の使用等にあたっては、法令や関係規則を遵守する。 

（差別の排除） 

１５ 科学者は、研究・教育・学会活動において、人種、ジェンダー、地位、思想・信条、宗教な

どによって個人を差別せず、科学的方法に基づき公平に対応して、個人の自由と人格を尊重す

る。 

（利益相反） 

１６ 科学者は、自らの研究、審査、評価、判断、科学的助言などにおいて、個人と組織、あるい

は異なる組織間の利益の衝突に十分に注意を払い、公共性に配慮しつつ適切に対応する。 

 

（以上） 


